
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 自立生活センター日野

1 事業の成果

自立生活支援に係る個別相談、自立生活プログラム、ピアカウンセリングをはじめとした障害者自立生活支援事

業や有償での介助者派遣事業、移送サービス事業を継続して行い、重度障害者の地域での自立生活の実現に寄与

した。また、特定相談支援事業・その他の相談支援事業も継続し、地域における生活等を支援した。海外の障害

者、障害者団体への協力支援、交流を行い、国際開発協力に尽力した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【25,792】 千円)

(2)その他の事業

なし

(事業費の総費用 【   0】 千円)

定款に記載された
事業名 事業内容 日時 場所

従事
ヨム
●

人数

受益対象
者範囲

受益対象
者人数

事業費
(千 円)

有償介助事業 製薯繕梨界5慕遭じ唇ラ者 通年
利用者宅及び

外出先
27名

当法人の

利用登録

会員

8名 10,705

障害者自立生活支

援事業

自立生活プログラム、ピア
カウンセ リング、福祉工

唇し編せ
機器の情報提供と 随時

事務所又故郷

施設、利用者

宅、その他

3名
利用者、

一般
116名 12,322

国際開発協力事業
海外の障害者、障害者団体
への協力支援、交流を行う 随時

カンボジア、

南アフリカ、

タイ、

その他国内外

4名
海外の障

害者
10名 1,205

地域に居住する移

動困難者に対する

福祉有償運送事業

障害者が自由に外出できるよ
うリフ ト付き車両における福
祉有償運送を行 う

通年

日野市及び人

王子市、多摩

市

2名

当法人の

利用登録

会員

30名 766

障害者総合支援法

に基づく特定相談

支援事業

身体・知的・精神の障害者やそ
の家族の地域における生活を
支援する

通年
事務所又は利

用者宅
2名

日野市の

障害者
19名

794

障害者総合支援法

に基づく一般相談

支援事業

身体・知的・精神の障害者やそ
の家族の地域における生活を
支援する

通年
事務所又は利

用者宅
2名

日野市又

は近隣地

域の障害

者

0名 0

その他の相談支援

事業
障害者自立支援法に基づく相
談以外の相談支援を行う 随時 事務所 2名 制限なし 6名 0

その他この法人の
目的を達成するた
めに必要な事業

上記の 7項 目の事業以外で
法人の目的を達成するため
に必要な事業を行 う

実施

なし



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

令和 4年 4月 1日 ～令和 5年 3月 31日

事 業 報 告 用

ン

金  額

182,000
0

182,00Ю

40,537,892
289,173

40,827,065

17,240,000
17,240,000

受取補助金

5

会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
ボランティア受入評価益

有償介助事業収益
障害者自立生活支援事業収益
国際開発協力事業収益
福祉有償運送事業収益
特定相談支援事業収益
その他の相談支援事業収益

受取利息
雑収益

7,993,650

151

1,819,500

1,819,651

68.062.

(1)人件費
給料手当
臨時雇賃金
ボランティア評価費用
法定福利費
福利厚生費

15,017,963
741,823
289,173

2,479,312
373,126

18,901,397

2,876,950
236,760
20,000
199,154
100,400
132,073
163,265
280,253
22,785
6,380

92,012
214,320

2,170,608
134,247
121,875
8,750

110,999

6,890,831(2)その他経費
業務委託費
旅費交通費
研修費
消耗品費
器具什器費
水道光熱費
燃料費
通信運搬具
会議費

費
料

報
数

広
手
保険料
賃借料
車両費
諸会費
租税公課
減価償却費

25,792.228

55,075(1)人件費
退職給付費用
福利厚生費

費
料
費
費

議
数
会
外

会
手
諸
渉

(2)その他経費
消耗品費 17,765

5,181
1,210

24,000
39,365

87,521

142.

2

25.934.82`

期 常 麟 減 額 A B 42.127.542

当  期 常 外 増 滅 1 C D ・ ・
。

②

4Z.lZ′ .b4Z
0

12.430,957

54.558.`

・ ・ ・ (1)

コ__里

__1

〕】  目

■「 ,

Ⅲ 当 期 正 味 用 麗 瑠 洒 ■ ∪ +0・ ・ ・ ∪

法人税、住民税及び事業税  ・・・④
前期縄裁T咲財産相  ・・・0

口
~丁 ~諏

正 峡 財 産 輌 0-の +0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

※1 障害者運動活動基金 40,000,000円

令和 4年度 貸借対照表
令和 5年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特 利活動法人 自立 センター日

金  額 」ヽ警十・

2

3

現金預金
立替金
前払費用
未収金

附属設備
車両運搬具

敷金

差入保証金
リサイクル預託金

53,811,627
員
υ

０
４

ａ
υ

０
０

Ｆ
υ

０
０

０
０
　
●
‘
　
０
０

54,414,263

54.414.

1,360,708
2

1,360,710

2,120,000
6,000
7,510

2,133,510

3.494.22(

【A】 資 産 合 計 ①+② 57,908,483

未払費用

退職給付引当金

2

261,021
261,021

261,021

3,088,963
3,088,963

3.088.

3.349.98`

12,430,957

※ 1 40,000,000
2,127,542

54.558.4

57,908,483【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

■■■E置 ] IΞ I

ヽ】 菫 座 の 部



令和 4年度  計算書類の注記
令和4年4月 1日 ～令和5年 3月 31日

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 自立生活センター日野

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当ありません。

(2)固 定資産の減価償却の方法
附属設備、車両運搬具の減価償却は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる
金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算 しています。

(4)ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供は、「4.活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる

役務の提供の内訳」として注記 しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

事業別損益の状況
別紙のとお り

3.活 動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下のとお りです。

当法人の正味財産は54,558,499円 ですが、そのうち40,000,000円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は14,558,499円 です。

９
“

4

内 容 金 額

介助派遣
時鶴 00円 ×235.6'時間

117,810
レ｀″

=)

運転協力者
時黎判_200円 ×142_8層「闇

171,363
レヽ

の

″つ

障害者運動活動基金
000



科
「
「 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額

1,656,705
5,410,100

2,120,000
6,000
7,510

1,656,705
5,410,100

2,120,000
6,000
7,510

ｎ
Ｖ

（０

）

＾
υ

295,997
5,410,098

2,120,000
6,000
7.510

1,360,708
2

9,200,315 ｎ

〉

ｎ

ｖ 9,200,315 5,706.095 3,494,220

有形固定資産
附属設備
車両運搬具

投資その他の資産

敷金

差入保証金
リサイクル預託金

合計

5.固 定資産の増減内訳

借入金の増減内訳
該当ありません。

役員及びその近親者との取引の内容
該当ありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項
事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、法定福利費、消耗品費、水道光熱費、手数
料、賃借料については使用割合に基づき按分しています。

ハ０

7

8



書式第 17号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 財産 「
Eヨ

L2ヨ

令和 5年 3月 31日現在 ンター日

金  額 ′1ヽ   コけ 合  計

1

E産 1
1都

現金預金
手元現金
小口現金
多摩信用金庫
多摩信用金庫
三井住友銀行
ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行

53,811,627
102,500

普通預金
普通預金
普通預金
普通預金
定額貯金

30,

26,107,

282,

3,295,

10,994,

13,000,

001

288,

事務所家賃 4月 分 サホ
°―卜日野 288,

125,

4月 分 96,

22,

6,

4月 分
労働保険料確定分 872

188,

有償介助事業
福祉有償運送事業
特定相談支援事業
謝礼

22,400
18,950

109,478
37,

(1)有形固定資産

附属設備
オストメイト対応トイレ

車両運搬具
事業用車両

1,360,708
1,360,708

1,360,711

2

2

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産
敷金

事務所 ウィステリアカ
゛
サ

゛
ン

駐車場 ウィステリアカ
゛
サ

゛
ン

差入保証金
駐車場 ラ・ホ

°
ワサ

リサイクル預託金
ハイセ

゛
ット

2,100,000
20,000

2,120,000
2,133,510

6,000
6,000

7,510
7,510

3.494.22

【A】 資 産 合 計 ①+② 57,908,483

1

】 負 置 の 郡

未払費用
有償介助事業
福祉有償運送事業
特定相談支援事業
電気料
R4年度労働保険料一般拠出金

209,333
2,400
2,450

46,533
305

261,021
261,021

,61_0,1

「1頂
‐

=ヨ
「]

退職給付引当金
職員 3,088,963

3,088,963
3,088,963
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――
:「

「
――
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【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,349,984

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 54,558,499



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 自立生活センター日野令和5年 3月 31日現在

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ビ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

⌒

〔理 彗
ヽ中′

調[ヨ

ナカニシショウジ 令和4年 4月 1日

令和5年3月 31日

年  月 日

日年 月中西 正司

り

●

⌒

鮭ナ監事
アキヤマヒロコ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年秋山 浩子

う
０

`ご

≧。監事
V

フジタヒロフミ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日藤田 博文

４

ム

ノ
~ヽ

〔理義
_ヽノ

監事
オオカワミノル 令和4年 11月 1日

令和5年 3月 31日

年  月 日

日年 月大川 稔

Ｅ
Ｄ

⌒
理事雄ヲ

ナカヒラジュンコ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日中平 順子

′
０ 理事 。監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事 。監事

年

年

月   日

月   日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

(令和5年 3月 31日 現在)

特定非営利活動法人 自立生活センター日野

氏   名

1 申西 正司

2 飲山 浩子

3 藤田 博文

4 大川 稔

5 齋藤 久義

6 井田 加寿子

7 榎本 洋顕

□ 怖下 良和

9 山本 早苗

10 山本 和樹

11 秋田 渚

12 香村 淑美


